
令 和 ７ 年 ２ 月 １ ８ 日

建設公営企業常任委員会説明資料

都市政策部都市基盤室都市整備課

ＪＲ芦屋駅南地区再開発事業について 

１ 駐輪場整備について【資料１】 

２ 事業費について【資料２】 

３ 事業の進捗について 
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新設駐輪場計画図

計画平面図

新計画

前計画

工事中の仮設店舗用地が
不要となった箇所

交差点の視認性向上のため
自転車出入口の位置を変更

一体施工を前提に仮設土留め壁を
省略するため離隔を確保
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駐輪場集約化までの課題（現状と課題）

現在、ＪＲ芦屋駅南地区には下図のとおり駐輪場が設置されている。（ 市営、 民営 ）
【課題】市営駐輪場１及び３は再開発事業の本格工事が始まると利用できなくなるため代替駐輪場が必要となる。

駅南側では代替駐輪場になり得る市有地が現在稼働休止中のサイカパーク３しかない。

市営駐輪場９

市営駐輪場３

市営駐輪場１

ﾓﾝﾃﾒｰﾙ駐輪場

ｻｲｶﾊﾟｰｸ１

ｻｲｶﾊﾟｰｸ２
ｻｲｶﾊﾟｰｸ３
休止中
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駐輪場集約化までの課題（対応方針）

前回説明（R4.6.24調査特別委員会）時、代替駐輪場の整備にあたっては再開発事業
の工事中も令和8年時点（R2事業費縮減時に想定していた完成時期）の需要予測台数で
ある自転車1,772台、原付184台を可能な限り下回らないようにする方針であったが、
以下の状況変化により方針を修正する。

① チャイルドシート付自転車等の増加に伴う平置き駐輪スペースの需要の増加
（平置き駐輪スペースの割合 令和2年：約14％ ⇒ 現在：約30％）

② JR芦屋駅周辺における市営駐輪場の状況の変化
・第一跨線橋撤去工事に伴う市営駐輪場４の一時閉鎖
・民有地の借地により設置していた市営駐輪場６の閉鎖

代替駐輪場を整備する土地が無いことは以前と変わりはなく、地下駐輪場が完成する
までの工事中は、可能な限り駅周辺の駐輪場における現状の利用台数を受け入れられる
よう駅北側も含めて代替駐輪場を整備することとし、その都度利用状況を考慮しながら
柔軟に対応する。
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駐輪場集約化までの課題（対応策）

市営駐輪場１及び３の閉鎖に伴う代替駐輪場の整備は、下記のとおり対応する。

※なお、利用者への混乱を避けるため、代替駐輪場は市営駐輪場１及び３の閉鎖の
１か月前から供用を開始する。

車 種 種 別 対 応

自 転 車
定 期 現在稼働休止中であるサイカパーク３の再開により収容台数を確保

一時利用 ＪＲ敷地を一部貸借して代替駐輪場を整備することで収容台数を確保

原 付
定 期

駅北の市営駐輪場の地下２階を原付用とし収容台数を確保
なお、現在の地下２階の自転車区画は、ラポルテ西館と本館前の路上（歩道
部）に整備する代替駐輪場へ移動予定

一時利用 ＪＲ敷地を一部貸借して代替駐輪場を整備することで収容台数を確保

自動二輪 一時利用 ラポルテ北館前の路上（車道部）に代替駐車場を整備して収容台数を確保
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集約化までのステップ１（現状）

現状の駅周辺における駐輪場の利用台数の合計は以下のとおり

自転車 原 付 自動二輪

利用台数合計 ： 1,794台 / 280台 / 10台 （日々変動）

ｻｲｶﾊﾟｰｸ３
(休止中)

市営駐輪場１
259 / 74 / 0

市営駐輪場３
273 / 29 / 10

駅北市営駐輪場 B2F
109 / 92 / 0

ｻｲｶﾊﾟｰｸ１
242 / 0 / 0

ｻｲｶﾊﾟｰｸ２
328 / 0 / 0

市営駐輪場９
24 / 0 / 0

ﾓﾝﾃﾒｰﾙ駐輪場
559 / 85 / 0

※令和7年1月時点
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集約化までのステップ２（市営駐輪場１及び３廃止後）

市営駐輪場１及び３廃止後の代替駐輪場も含めた収容台数の合計は以下のとおり

自転車 原 付 自動二輪

収容台数合計 ： 1,827台 / 297台 /   7台

※図中の数字は令和7年1月時点での想定の数字であり、適宜変更となる可能性があります。

ｻｲｶﾊﾟｰｸ１
242 / 0 / 0

ｻｲｶﾊﾟｰｸ２
328 / 0 / 0

【再開】
ｻｲｶﾊﾟｰｸ３
477 / 0 / 0

市営駐輪場９
24 / 0 / 0

ﾓﾝﾃﾒｰﾙ駐輪場
559 / 85 / 0

【閉鎖】
市営駐輪場１

【閉鎖】
市営駐輪場３

【新設】
ﾗﾎﾟﾙﾃ北館前暫定駐輪場（路上）
0 / 0 / 7

【新設】
ﾗﾎﾟﾙﾃ西館/本館前暫定駐輪場（路上）

110  / 0 / 0

【新設】
JR敷地暫定駐輪場

87 / 29 / 0

駅北市営駐輪場 B2F
0 / 183 / 0
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集約化までのステップ３（完成時）

駅南の市営地下駐輪場完成時における駅周辺の収容台数の合計は以下のとおり

自転車 原 付 自動二輪

収容台数合計 ： 1,829台 / 309台 / 10台

※サイカパーク１及び２については市営駐輪場の利用状況に応じて当面の間継続する可能性があります。
※図中の数字は令和7年1月時点での想定の数字であり、適宜変更となる可能性があります。

【新設】
駅南市営地下駐輪場

1050 / 0 / 0
【閉鎖】
ｻｲｶﾊﾟｰｸ１

【閉鎖】
ｻｲｶﾊﾟｰｸ２

市営駐輪場９
24 / 0 / 0

【閉鎖】
ｻｲｶﾊﾟｰｸ３【再整備】

市営駐輪場4
0 / 103 / 10

ﾓﾝﾃﾒｰﾙ駐輪場
559 / 85 / 0

駅北市営駐輪場 B2F
109 / 92 / 0

【閉鎖】
ﾗﾎﾟﾙﾃ北館前暫定駐輪場（路上）

【閉鎖】
ﾗﾎﾟﾙﾃ西館/本館前暫定駐輪場（路上）

【順次閉鎖】
JR敷地暫定駐輪場

87 / 29 / 0
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（単位：億円）

※ 長期財政収支見込の積算方法に準じて平成29年3月の都市計画決定以降の市歳出予算ベースの事業費を各記載時点においてそれぞれ算出したものです。
　　各時点の左のグラフは事業種別内訳、中央と右のグラフは負担者別内訳です。各算定時点の将来分の国庫補助について、要望額の満額を受けることができた場合を想定したものが中央のグラフ、要望額の概ね7割の額を受けることができた場合を想定したものが右のグラフです。

ＪＲ芦屋駅南地区第二種市街地再開発事業(関連事業を含む)事業費の推移【まとめ】

JR駅舎改良

22.1 JR駅舎改良

15.8

JR駅舎改良

15.8

JR駅舎改良

15.8

JR駅舎改良

15.8
JR駅舎改良

14.6

JR駅舎改良

14.7

JR駅舎改良

14.7

ペデストリアンデッキ

17.2
ペデストリアンデッキ

15.0 ペデストリアンデッキ

9.4

ペデストリアンデッキ

9.4

ペデストリアンデッキ

10.0
ペデストリアンデッキ

10.8

ペデストリアンデッキ

11.0

ペデストリアンデッキ

15.6

地下駐輪場

16.5
地下駐輪場

16.7
地下駐輪場

10.4

地下駐輪場

10.4

地下駐輪場

10.7

地下駐輪場

11.7

地下駐輪場

14.6

地下駐輪場

21.2

公益施設

9.5
公益施設

10.3

その他 1.7

用地・補償

68.7

用地・補償

108.2

用地・補償

100.4

用地・補償

102.5

用地・補償

103.4

用地・補償

105.0

用地・補償

111.9

用地・補償

108.0

その他

9.2

その他

12.3

その他

8.6

その他

8.6

その他

8.9

その他

8.9

その他

10.1

その他

10.6

道路 5.9

道路 5.5

道路 5.9
道路 5.9

道路 6.0
道路 6.0

道路 7.4

道路 9.5再開発ビル

46.6

再開発ビル

17.2

再開発ビル

16.0

再開発ビル

15.2

再開発ビル

15.6

再開発ビル

18.5

再開発ビル

20.7

再開発ビル

40.4

実質市負担

86.7

実質市負担

96.8

実質市負担

85.0

実質市負担

85.0

実質市負担

85.5

実質市負担

86.8

実質市負担

98.7

実質市負担

129.7国庫補助

64.1

国庫補助

83.5

国庫補助

63.5

国庫補助

63.9

国庫補助

65.8

国庫補助

70.2

国庫補助

72.5

国庫補助

89.8

保留床

処分金

46.6

保留床分等

土地売却費

20.7

保留床分等

土地売却費

18.0

保留床分等

土地売却費

18.9

保留床分等

土地売却費

19.1

保留床分等

土地売却費

18.5

保留床分土

地売却費等

19.2

他歳入 0.5

実質市負担

106.0

実質市負担

119.7

実質市負担

99.0

実質市負担

99.1

実質市負担

99.5

実質市負担

100.9

実質市負担

110.5

実質市負担

146.3

国庫補助

44.8

国庫補助

60.6

国庫補助

49.5

国庫補助

49.8

国庫補助

51.8

国庫補助

56.1

国庫補助

60.7

国庫補助

73.2
保留床

処分金

46.6

保留床分等

土地売却費

20.7

保留床分等

土地売却費

18.0

保留床分等

土地売却費

18.9

保留床分等

土地売却費

19.1

保留床分等

土地売却費

18.5

保留床分土

地売却費等

19.2

他歳入 0.5

特定建築者

(57.4)

特定建築者

(56.2)

特定建築者

(57.6)

特定建築者

(59.0)

特定建築者

(61.5)

特定建築者

(70.5)

特定建築者

(93.2)

JR

(5.7)

JR

(5.7)

JR

(5.7)

JR

(5.7)

JR

(5.7)

JR

(4.7)

JR

(4.8)

JR

(4.8)

総事業費

197.4

総事業費

201.0

総事業費

166.5

総事業費

167.8

総事業費

170.4

総事業費

175.5

総事業費

190.4

総事業費

220.0

国庫補助

満額想定

国庫補助

満額想定

国庫補助

満額想定

国庫補助

満額想定

国庫補助

満額想定

国庫補助

満額想定

国庫補助

満額想定

国庫補助

満額想定

国庫補助

7割想定

国庫補助

7割想定

国庫補助

7割想定

国庫補助

7割想定

国庫補助

7割想定

国庫補助

7割想定

国庫補助

7割想定

国庫補助

7割想定

❶H30.2月

長期財政収支見込時点 ➡

❷R2.2月

長期財政収支見込時点 ➡

❸R2.11月

縮減案 ➡

❹R3.5月

縮減案時点修正 ➡

❺R4.2月

長期財政収支見込時点 ➡

❻R4.11月

事業計画変更時点 ➡

❼R6.2月

長期財政収支見込時点 ➡

❽R7.2月

長期財政収支見込時点
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（単位：億円）
ＪＲ芦屋駅南地区第二種市街地再開発事業(関連事業を含む)事業費の内訳　【令和7年2月長期財政収支見込時点】

負担者別内訳 執行済額(見込み分を含む)事業種別内訳

※ 長期財政収支見込みの積算方法に準じて平成29年3月の都市計画決定以降の市歳出予算ベースの事業費を表題に記載の時点で算出したものです。
※ 令和6年度までの予算で執行済または

執行見込みの事業費の合計額です。

再開発ビル建築工事

(91.4)

その他

(1.8)

再開発ビル建築工事

39.1

除却・整地

1.3

調査、測量、コンサルティング、委員報酬等

8.4

ビル実施設計等

2.2

ビル敷地 用地費

14.4

ビル敷地 補償費

7.9

道路敷地 用地費

43.1

道路敷地 補償費

42.6

地下駐輪場工事費

20.8

設計費

0.4

ペデストリアンデッキ工事費

14.4

設計費

1.2

JR駅舎エスカレーター整備等（協定分）

14.1

その他

0.6

JR駅舎エスカレーター整備等 (4.8)

うちJR協定分

20.0

JR

(4.8)

JR駅舎改良

14.7

ペデストリアンデッキ

15.6

地下駐輪場

21.2

用地・補償

108.0

その他

10.6

道路 9.5

再開発ビル

40.4

特定建築者

(93.2)

関連事業

51.5

再開発事業

168.5

総事業費

220.0

道路・駅前広場工事 8.2 除却・整地 1.3

特定建築者

(93.2)

国庫補助

24.1

市負担

16.3

3.9 5.6

2.1 8.5

1.8 20.5

38.0 47.7

6.9 14.3

7.4 8.2

5.6 9.1

JR (4.8)

0.5

特定建築者

(93.2)

国庫補助

16.9

市負担

23.5

2.8 6.7

2.0 8.6

1.7 20.6

34.1 51.6

4.8 16.4

5.3 10.3

5.6 9.1

JR (4.8)

0.5

特定建築者

(0.7)

0.1

0.5

0.2
0.6

1.7 5.9

1.2

12.5

25.2 30.4

0.1

0.3

0.3

0.8

JR (4.8)

0.2

5.6 9.1

再開発ビル
0.6

道路 0.8

その他 7.6

用地・補償
69.3

地下駐輪場
0.4

ペデストリアン
デッキ 1.1

JR駅舎改良
14.7

執行済
事業費計
94.5

国庫補助
計34.4

市負担
計60.1

他歳入
0.2

国庫補助
計73.2

市負担
計146.8

他歳入
0.5

国庫補助
計89.8

市負担
計130.2

他歳入
0.5

実質市負担
計 129.7

実質市負担
計 146.3

実質市負担
計 59.9

ビル敷地計
22.3

補償費計
50.5

JR協定分計
38.9

道路敷地計
85.7

用地費計
57.5

将来分の国庫補助が要望額の
概ね7割受けられた場合

将来分の国庫補助が要望額の
満額受けられた場合

再開発ビル
建築工事計
130.5

※ 用地・補償費のうち19.9億円は、譲受け予定者分の権利床整備費として、施行者である市から特定建築者に支払います。
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